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研究成果の概要（和文）：高齢者虐待発生のメカニズムは、高齢者の障害の悪化や介護者への依存の度合いが深まると
、介護者のストレスを高め虐待発生につながっていた。保健ワーカーに自記式質問調査を実施した。分析対象者は207
人であり、職種は社会福祉士が62％、看護職が27%であった。過去１年以内に虐待事例を支援したが72.5%であり、転帰
では、支援よって虐待がなくなったは25.6％にすぎなかった。約半数が高齢者や養護者から支援拒否や不愉快な行為、
暴力等を受けていた。半数以上が疲れる、憂うつであるであった。保健ワーカーアクションプログラムは、虐待の予防
、発生時のアクション、ワーカー自身の心身の健康維持であった。

研究成果の概要（英文）：　An investigation of the outbreak mechanism of elderly abuse revealed that when 
the disorders of elderly people exacerbated and they became more heavily dependent on their caretakers, 
it heightened the caretakers’ stress, leading to an outbreak of elderly abuse. A self-administered 
questionnaire survey was conducted with health workers. There were 207 subjects, 62% of them were 
caseworkers and 27% were nurses. The result of the survey showed that 72.5% of the subjects answered that 
they had provided the support for a case of abuse within the past year. As an outcome, only 25.6% of 
abuse cases disappeared by their supports.
More than half of health workers said they were exhausted and felt depressed. The action program for 
health workers is for prevention of abuse, actions which should be taken at outbreak, and mental and 
physical health maintenance for health workers themselves.

研究分野：地域看護、在宅看護

キーワード： 高齢者　虐待　保健ワーカー　高齢者虐待予防

  ２版
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１．研究開始当初の背景 

現在、わが国では高齢者人口の飛躍的な増

加に伴い、要介護高齢者数も増加の一途を

辿り、養護者による高齢者虐待が増加してい

る。2010 年の高齢者虐待に関する相談・通

報件数は、25,315 件であり、前年度より

1,911 件（8.2％）、虐待を受けた又は受けた

と判断された事例は、16,666 件で、前年度

より 1,053 件（6.7％）増加した(厚生労働

省調査,2011)。虐待を受ける高齢者の多くは

75歳以上の後期高齢者であり、養護者とも

に平均年齢が上昇しており、多くの支援を必

要とする要介護高齢者や養護者が増加して

きている。そのような中で、高齢者虐待の実

態や虐待事例の早期発見、虐待事例への援

助方法を第一目的とした研究が多くみられ

る。小野ら（2000）は、高齢者虐待事例を 5

年間、追跡調査を行った。その結果、虐待が

発生してから、介入による解決は難しく、解

決した事例の多くが、被虐待高齢者を医療

機関や高齢者施設へ入院や入所させたこと

による保護であった。しかし、保護された被

虐待高齢者が、自宅に戻れないことも解決す

べき課題の一つである。 

高齢者虐待の予防、高齢者の養護者に対

する支援等に関する法律が施行されて10年

が経過した現在も、高齢者虐待予防業務に

従事する保健ワーカー等の支援によって虐

待がなくなった事例は 3～4割である。虐待

という命に関わる業務に関わる保健ワー

カーは、日常の業務の中で多くの課題とスト

レスを抱えていると考えられる。高齢者虐待

予防は、高齢者や養護者のみでなく、保健

ワーカーの支援も重要である。しかし、高齢

者虐待予防等に関わる保健ワーカーの実態

からみた保健ワーカーアクションプログラム

は少なく、検討する必要があるといえる。 

 

２．研究目的 

本研究の目的は、高齢者虐待予防等関す

る業務に従事する保健ワーカーの職業性ス

トレス等の実態を明らかにし、虐待予防保

健ワーカーのアクションプログラムを検討

することである。 

 

３．研究の方法 

本研究では、研究Ⅰ．地域包括支援セン

ター職員からみた介護者による高齢者虐待

の要因、職業ストレス関する調査、研究

Ⅱ．高齢者虐待予防等権利擁護の業務に従

事する職員の実態についての調査を行い、

保健ワーカーアクションプログラムの項目

の選定を行った。 

調査方法は、研究Ⅰ・研究Ⅱとも郵送によ

る自記式質問調査であり、分析対象者は、

研究Ⅰは 128 人、研究Ⅱは 206 人である。 

調査内容：研究Ⅰは、基本属性、虐待の要

因、職業性ストレス簡易調査票を用いた。

研究Ⅱでは、高齢者虐待事例の支援件数、

支援事例の転帰、支援時の不愉快な経験の

有無、支援拒否事例の有無、職業性ストレ

ス、ストレス対処等である。 

（１）分析方法  

分析には、SPSS ver. 21.0 for Windows 

を用いた。 

（２） 倫理的配慮 

対象者には調査依頼書に、研究テーマ、

研究目的、調査内容、プライバシーの保

護、不参加や中断しても不利益は生じない

こと、研究への自由参加、データの取り扱

い、研究成果の公表等に関する内容を調査

依頼文に明記した。九州大学大学院医学系

研究院の倫理審査委員会の承認を受けた。 

 

４．研究成果 
研究Ⅰ 
地域包括支援センター職員の職業性ストレ
ス 

（１）対象者の基本属性 

対象者は、男性 24人(17.1%)、女性 104

人(82.9%)の 128 人であり、平均年齢は
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43.1±11 歳であった。職種は社会福祉士

が 37人(26.4％)、保健師 33人(23.6％)、

看護師 21人(15％)、主任介護支援専門員

23人（16.4％）であった。地域包括支援

センターでの業務経験年数は 1.6±0.8 年

であった。職種別担当業務は、総合相談支

援業務は、社会福祉士が 26人（70.3

人）、権利擁護は、社会福祉士が 20人

（54.1％）、介護予防マネジメントは、保

健師が 25人（75.8％）であった。高齢者

虐待予防等の権利擁護の業務は、主に男性

の社会福祉士が担当していた。 

（２）保健ワーカーからみた高齢者虐待発

生要因 

保健ワーカーが支援した高齢者虐待事例

からみた虐待の発生要因は、高齢者に認知症

など何らかの障害が 

がっていたであった。 

（３）性別から見た職業性ストレス 

仕事のストレス要因の仕事とのコント

ロール度は（p=0.00）、仕事の適正

（p=0.02)抑うつ（p=0.00)、不安感

（p=0.00)において、男性が女性より有意

に高かった。 

（４）性別からみた職業性ストレスに対す

る対処 

行動の抑制、感情の抑制では、男性が女

性に比べて有意に高かった（p=0.00)。積

極的な問題解決、逃避、他者から援助を求

める、諦めるについては、有意差はみられ

なかった。 

地域包括支援センター職員の中で、高齢

者虐待予防等の権利擁護の業務を担ってい

る職員の職業性ストレスは、介護予防マネ

ジメントや総合相談支援等の業務を担当し

ている職員に比べて高く、ストレスにうま

く対処できていなことが明らかになった。

そこで、高齢者虐待予防業務に従事する職

員を対象に職業性ストレス等の実態を明か

にし、支援する保健ワーカーアクションプ

ログラムの検討が必要であると考えた。 

 

研究Ⅱ 

高齢者虐待予防業務に従事する保健ワー

カーの実態 

（１）対象者の基本属性 

男性 62人(30.0%)、女性 144 人(69.6%)

であり、平均年齢は 42.0±10.5 歳であっ

た。職種は社会福祉士が 128 人(61.8％)、

保健師 30人(14.5％)、看護師 26人

(12.6％)、主任介護支援専門員 23人

（11.1％）であった。地域包括支援セン

ターでの業務経験年数は 16.2±5.7 年で

あった。健康状態は、約 4割が高血圧、腰

痛、胃炎･膵炎等の疾患を抱えていた。 

（２）仕事について 

高齢者虐待予防の仕事にやりがいを感じ

ているは 173 人(82.6％)であった。仕事に

不安を感じているが 73人(40.1％)、仕事

に煩わしさを感じるが 83人(40％)、仕事

はうんざりと感じる 74人(35.8％)であっ

た。職場の満足感については、満足してい

るが 119 人(57.5％)、職場の雰囲気は友好

的であるが 177 人（85.5％）であった。現

在の職場で勤務を継続するかについては、

半数は思わない、どちらともいえないで

あった。仕事の量は、多く 170 人

(82.1%)、仕事を処理しきれないが 149 人

（72％）であり、仕事が終わって帰宅して

も仕事の事を考えているが 152 人(73.4％)

であった。身体を使うは 39人（18.8％）

であった。情緒的支援については、身近に

安心できる人がいるは 169 人(81.6％)、い

ないが 36人(17.4％)であった。2割の人

が、話し合えたり、打ち明けられる人がい

なかった。 

（３）高齢者虐待事例支援と課題 

過去 1年以内に高齢者虐待事例を直接対

応や支援したことがある 150 人（72.5％）

であり、件数では 2件が 42人（20.3％）
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と最も多く、次いで 1件が 37人、３件が

26人（12.6％）の順であった。保健ワー

カー一人あたりの対応や支援した件数で最

も多かったのは 31件が 1人、15件が 4人

であった。高齢者虐待事例に対応や支援し

た事例の転帰は、虐待がなくなった 53件

（28.3％）、虐待が継続している 134 件

（71.6％）であった。虐待がなくなった事

例の 43.5％（17.9％）は医療機関や高齢

者施設への入院入所であった。 

（４）高齢者虐待業務中の不愉快な経験の

有無と保健ワーカーの対応 

過去 1年間に高齢者や養護者から支援中

に受けた不愉快な経験の有無では、あった

が 79人（38.2％）、なかったが 125 人

（60.4％）であった。不愉快な経験の内容

は、言葉による暴力が 48人（60.6％）と

最も多く、次いで、心理･情緒的に不愉快

な行為が 44人（55.7％）、金銭に関する不

愉快な行為が 15人（19％）であった。不

愉快な行為を行った人は、男性が 42人

(57.5％)、女性が 21人（28.8％）、男性・

女性ともに 10人（13.7％）であり、家族

が 41人（51.9％）、被虐待高齢者本人が

10（12.3％）であった。被虐待高齢者には

軽度から中程度の認知症がみられる人も

あった。不愉快な経験をした時にとった行

動は、上司に伝えた 47人（48.0％）、同僚

に話した 39人（40.0％）、職場内で会議を

開き対応について検討を行った 21人、行

為者に注意した 14人（14.2％）、行為者の

行動を制した 10人８10.2％)であった。 

 

 

（５）介入事例からの支援拒否の有無と保

健ワーカーの対応 

 支援の拒否の有無では、拒否されたこと

があるが 112 人（54.1％）と半数を占めて

いた。拒否した人は、被虐待高齢者が 81

人(39.1％)、養護者が 60人(29％)であっ

た。支援拒否の内容は、養護者がアルコー

ル依存で高齢者の受診を拒否、在宅サービ

スの導入の拒否、安否確認の訪問を拒否、

認知症があり、ごみ屋敷に生活しており多

くの支援が必要あると考えられるが、そっ

としていて欲しいと受け入れを拒否、行政

や福祉に関して不信感があり受け入れを拒

否するなど、それぞれ何らかの理由がみら

れた。 

支援の拒否が改善した事例について、ど

のようなことが有効であったかについて

は、虐待の事実を非難する言動や行動はし

ないように心がけ、寄り添っていくことに

努めた。拒否されても定期的に(電話や訪

問)を続けることで、対応が変わった。本

人が信頼している方から話してもらった。

高齢者や家族の話を傾聴し共感することに

努めた。根気よく関わり、時間をかけて少

しずつアプローを行ったであった。 

（６）保健ワーカーが必要とする支援 

 一人で虐待事例を抱え込まずにチームで

（21.4％）対応できる周囲のスタッフの支

援体制、コミュニケーション能力の向上な

ど専門性を高める教育体制、チームワーク

づくり、支援を必要とする虐待事例は、本

人や養護者の心身の状態、家族関係、経済

面など多くの問題が絡んでいて、介入が難

しいことに直面することが多く、身近に明

確なアドバイスがもらえる人や窓口の開設

であった。 

 

５．考察 

１）高齢者虐待の発生要因は、高齢者の認知

症など障害の悪化が介護者への日常生活の

　　　項目 人数 （％）
上司に伝えた 47 48.0
同僚に話した 39 40.0
会議にかけた 21 21.4
行為者に注意した 14 14.2
行為者の行動を制した 10 10.2
何もしなかった 7 7.1
何もできなかった 2 2.0
その他 8 8.2

不愉快な経験をした時にとった行動　ｎ＝98
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依存度を増加させて、介護者のストレスを高

めるであった。虐待の発生を予防するには、

早期から高齢者と介護者を支援できる地域

づくりが必要であると考える。 

２）地域包括支援センターにおいて、高齢

者虐待予防など権利擁護に従事する職員

は、仕事の適性度、抑うつ、不安感が、他

の業務に従事する職員より有意に高く、こ

のような職業性ストレスへの対処は、自分

の行動や感情の抑制など、我慢や耐えるこ

とで対処していた。また、保健ワーカーの

4割以上が、高血圧や腰痛など心身の健康

課題を抱えており、健康維持増進を図るた

めには、積極的な支援体制の構築が急務と

いえる。 

３）高齢者虐待予防の仕事に不安を感じて

いるが 73人(40.1％)、仕事に煩わしさを

感じるが 83人(40％)、仕事はうんざりと

感じる 74人(35.8％)であり、現在の職場

で勤務を半数は継続したいとは思わない、

仕事の量が多く 170 人（82.1％）、仕事を

処理しきれないが 149 人（72％）、仕事が

終わって帰宅しても仕事の事を考えている

が 152 人(73.4％)であった。仕事の多く

は、精神的な労働であり、保健ワーカーの

精神的なストレスは大きく、身近に相談で

きる人がいない人もあり、相談窓口の開設

など保健ワーカーの支援体制づくりが急務

である。このまま具体的な支援策が講じら

れなければ離職者の増加に繋がるばかりで

なく、高齢者が安心して、最期まで自宅で

暮らせる地域づくりにも影響が及ぶと考え

られる。 

４）高齢者虐待事例支援の実態では、7割

以上が過去 1年以内に高齢者虐待事例を直

接対応や支援を行った。その結果、支援を

行ったことで虐待がなくなった事例は 53

件（28.3％）に過ぎなかった。虐待が解決

した事例の 43.5％は医療機関や高齢者施

設への入院入所であった。虐待が発生して

からの支援による解決は難しく、支援者の

ストレスが大きいといえる。虐待を早期に

発見し、その要因に働きかけることで虐待

を未然に防止できる予防体制の構築が必要

であるといえる。 

５）保健ワーカーの 3割以上が、不愉快な

経験をしていた。不愉快な経験の内容は、

虐待者、被虐待高齢者からの言葉による暴

言が 6割、心理･情緒的に不愉快な行為が

半数を占めていた。不愉快な行為者は、性

別では男性が 42人(57.5％)であり、介護

家族が 41人（51.9％）と半数を占めてい

た。不愉快な行為者の中に被虐待高齢者本

人が 1割を占めていたが、軽度から中程度

の認知症がみられる人もいた。虐待問題は

命に関わることから、支援者である保健

ワーカーは多くの困難と直面する中で、さ

らに不愉快な経験をする機会も多く、日常

的にストレスを抱えやすい状況にあること

から、身近に保健ワーカーを支える支援体

制の構築が必要であるといえる。 

６）支援の拒否については、支援を拒否さ

れたことがあるが半数を占めており、被虐

待高齢者が 81人(39.1％)、養護者が 60人

(29％)と支援を拒否する人は、高齢者自身

が多かった。支援の拒否の内容は、在宅

サービスの導入の拒否、安否確認の訪問の

拒否、受け入れを拒否、行政や福祉に関し

て不信感等があり、その理由は多岐にわ

たっていた。高齢者自身が拒否する事例に

は認知症の方もみられたことから、地域で

の見守り等の支援体制の構築が必要である

と考える。 

支援の拒否への対応として、保健ワー

カーは、虐待の事実を非難する言動や行動

はしないように心がけ、寄り添うように努

めた。拒否されても定期的に(電話や訪問)

を続けた。高齢者や養護者の話を傾聴、共

感することに努めたなど、事例のひとつひ

とつを根気よく、継続し関わる支援を行っ
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ていた。保健ワーカー間で支援方法などを

自由に検討できる場の必要性があると考え

る。 

以上のことから、高齢者虐待予防等に関わ 

る保健ワーカーの実態からみた保健ワー

カークションプログラムとして、まず、身近

に明確なアドバイスや相談できる窓口の設

置、保健ワーカーの心身の健康維持増進で

きる職場の環境の整備、地域の支援体制の

強化、介入拒否事例への介入方法、不愉快な

経験時の対応とストレスへの対処、困難事例

の介入に関する事例検討会、認知症等疾患

の理解や介護家族の支援方法、面接技術の

習得など専門性を高める教育プログラムの

必要性が示唆された。 
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